




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































億円 億円 億円 億円 ％ ％ ％ ％ ％
治水事業 3，650 4，8508，500580．2 11．6 2．6 100．0100．0100．0
河　　川 2，0402，？60 4，800325．4 11．3 3．3 55．9 56．956．5
ダ　　ム 810 9601，770134．1 9．4 0．0 22．2 19．8 20．8
砂　　防 730 1，0401，770109．5 14．4 3．5 20．0 21．4 20．8
機　　械 70 90 160 11．2 11．2 1．7 1．9 1．9 1．9
災害関連・地 350 350 700 一 一 一 一 一 一方単独事業


















35 36 37 38 39 計
河　川 2，040 330 415 502 600 7142，561i126）
ダ　ム 810 135 136 149 206 241 867
i107）
砂　防 730 111 145 160 189 223 828i114）
機　械 70 11 13 14 6 5 　49i70）
























































































河川名 基準点 計画高水流量 確率年 在来計画高水流量
木津川 加　　　　茂 5，900㎡／s 80年 4，650㎡／s
桂　川 羽　束　師 2，850㎡／s 80年 2，780㎡／s
宇治川 宇　　　治 1，230㎡／s 80年 835㎡／s




































































































石狩川 i北上川 i富士川 i信濃川 i矢作川i紀の川i高梁川 i吉野川 …i筑後川























































































昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年
















































































































































































河　川　名 水系名 都道府県 水対策協議
会発足年月 画策定年月 公表年月
鶴見川 鶴見川 東京・神奈川 55年　9月 56年　4月 56年6月
新川岸川 荒　川 埼玉・東京 55年　8月 57年　8月 56年6月
猪名川 淀　川 大阪・兵庫 55年　9月 57年　3月 56年7月
引地川 引地川 神奈川 55年11月56年　5月 56年6月
境　川 境　川 神奈川・東京 55年11月56年　5月 56年6月
巴　川’ 巴　川 静岡 55年　9月 57年　5月 57年3月
真間川 利根川 千葉　　　　． 55年12月58年　3月 58年8月
新　川 庄内川 愛知 55年　9月 57年　2月 57年2月
伏籠川 石狩川 北海道 55年　7月 56年　3月 56年5月
中川・綾瀬川 利根川 埼玉・東京 55年　8月 58年　8月56年6月
残堀川 多摩川 東京 56年10月57年　8月 57年9月
目久尻川 相模川 神奈川 56年　9月 57年　7月 57年7月
大和川北部 大和川 奈良 58年　2月 60年度　＊ 58年6月













































































































年度 40年以前424344 45 467484950515253 545556 575859計
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　　　要因 築堤① 築堤② 築堤③ 掘削④
1 築堤前 築堤前 築堤前 掘削前















































































































































































































































































　　諸元s町 行政区域面積i㎞） 総　人　口i人） 人口密度i人／㎞）
福知　山　市 264．43 63，788 241．2
舞　　鶴　　市 340．95 97，578 286．2
綾　　部　　市 348．49 42，552 122．1
宮　　津　　市 169．76 28，881 170．1
大　　江　　町 96．46 6，520 67．6
和　　知　　町 119．79 5，348 44．6
三　　和　　町 90．3b 5，031 55．7
瑞　　穂　　町 110．02 5，906 53．7
丹　　波　　町 74．28 8，423 113．4
美　　山　　町 339．81 5，931 17．5
夜久野　町 101．55 6，059 59．7
市　　島　　町 76．79 10，059 131．0

































































～　100 3 2 1 1 7
101～　1504 2 6 1 3 16
151～　2001 1 1 1 2 1 7
201～　2501 1 1 3 1 1 8
251～ 1 1




























































































































































用買費 10．537．6 8．3 5．6 4．539．9 9．9 6．920．5 27．8ユ2．5 184．0
工事費 22．222．7 16．515．427．1 23．019．7 13．9 21．635．4 84．0 301．5
区　間





































1．66 2．70 7．202．57 5．27 2．28 6．79 1．41 0．41 3．93 6．02 40．24
事業所 6．81 1．60 8．81 0．00172．797．04 10．281．19 0．20 9．42402．48620β2
合計 38．8623．19106．41 32．39506．3252．47100．2613．14 5．6371．1990．671，940．53
単位：億円
表5．3．3　氾濫ブロックの家屋、農家、事業所分布状況
土　師 前　田 戸　田 高　津 綾　部 位　田 栗 私市 川　北 猪　崎 福知山 合　計
世帯数 210 65 393 1653，151 287 402 39 19 3044，97310，008
農家数 58 57 262 84 194 98 234 29 15 130 1981，359
事　業
梶@数
44 8 44 0 908 37 54 6 1 47 2，0093，158



































































































































































































































































































① ○ ○ △
② ○ ○ △ △
③ ○ ○ ○ △ △ △
④ △ ○ △ 1








下流部 ○ △ △ ○ ○ ○































聾艮　ヨ 口 口 口
想　　壇 口 口





．， 吟 ・ ． ，今．
頃　　笹 口
・ ・ ’ ， ， ，
口 口
・口





口 口 己 口 口 口 己 口 己 口 口 口・












1匹　　田 口 口 口 口 口 口
P・ ， ．寸 ・
AA’→
橿田・＋‖量

























－． 一．． ， ・ ．．一 ．・ ・・
D．θ ○ ○○ ○ ○
’
尋9等 ＃ 寺 写 等 曽 忠 o一普ｽ頃口 鍔 話鵠 鍔 島 田 のσ】OF司く◎q⊃o㊤ 謬 冶 q⊃←早ｹqDq⊃8eご ㌍ 巽 ぎ 繰 巴 に 巴 巴8
鯉最ヨ 口
一「 A． ．一一 ．．鯉　　塩 口 ・ w一 一一一
≡’＝ 口 口 口 口 ．．kコ ．．．mコ 」・ T
A’
D．




















口 口 ［］ 口 口 口 口 口
．ー ．． ．．． …口 ・一





































．． ．．． A‥ ．一「 「－ ．． ．．’ ・「 「．． ．． 「一 ，
○ ○




















ﾔ号 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ 下流部 上流部
1 ○ ○







9 ○ ○ ○ ○
10 ○ ○ ○ ○
11 ○
12 ○
13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ O ○ ○
14 ○ ○




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































@　（億円） 12．08 12．3914．0412．38 13．4113．63
世帯当り被害額の偏差
@（万円／世帯） 29．2116．30 13．10 27．5924．5023．97
※W1：総被害額に対する重み、　W2：住民被害のアンバランスに対する重み。
※現況ならびに最終期の指標は何れのケースにおいても同一であるため、
　ここでは第1期から第4期に至るまでの年平均値を示す。
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5－4．段階的施工計画における技術的制約
　これまでの解析では、各改修区間の着ユニ順位に対する制約としては、ブロッ
クの被害増に対する制約のみを考慮しており、他に何らの制約は設けていな
かった。この結果、場合によっては上流部の河道掘削が築堤あるいは下流部河
道掘削に先行することもあり、従来の経験的な改修方式とは若干異なった結果
が見られた。著者は次の2点の理由により、これまでの解析では敢えて着工順
位に関する技術的制約を設けてなかった。第1点は、現在の河川技術をもって
すれば、多少の困難さは伴うとしても、比較的多様な改修方式に対応すること
ができる。したがって、技術的に上流部の河道掘削を先行させることは十分可
能である。第2点は、解析上あまり制約を付加し過ぎると解空間が極端に狭ま
くなることもあり、本来の解析意図から乖離した結果が得られる可能性がある。
しかしながら、一方で、従来の工法に則った技術的制約が考慮された場合の解
の変動を解析しておくことは、今後の河川改修の段階的施工を検討する上でも
重要な課題とも言える。ここでは、このような観点から、目的関数として総被
害額の最小化を取り上げ、技術的制約として、他の改修が完了した最終期に上
流部河道掘削は行われるとした場合（下流部掘削については、単に掘削だけで
なくショートカットも含むため、このような技術的制約は設けない）の解析を
行う。
　まず、技術的制約に加えて、ブロックの被害増に対する制約が設定された場
合の解析結果を図5．5．14に示す。第1期に綾部ブロックならびにその対岸の位
田ブロックで築堤が行われ、その後栗、高津ならびに戸田ブロックの築堤が進
められる。現況で年平均被害額の高いブロックの築堤ならびにそれによって影
響を受けるブロックの築堤が順次行われており、これまでの解析結果と比較す
ると、各氾濫ブロックの被害額分布と築堤順位との対応がより顕著に現れている。
　次にブロックの被害増に対する制約が除かれ、技術的制約のみが考慮されて
いる場合について見る。図5．5．15に示すように、綾部、栗、戸田ブロックの順
に築堤が進められており、前のケースに比べると、年平均被害額の高い氾濫ブ
ロックの築堤がより積極的に進められている。もっとも、これに伴って幾つか
一183一
の氾濫ブロックで前期を上回る被害増が見られ、その数は4ブロックに達して
いる。
　表5．5．4に示すように、技術的制約が設定されると、総被害額が若干上昇し
ている。このことだけをもって技術的制約のもつ意義を議論することはできな
いが、少なくとも制約を除いたことに伴う改修上の技術的問題と経済的効果に
ついてさらに詳細な検討を加えていくことが今後の課題として残されている。
なお、解析結果得られた各ブロックの被害の推移を図5．5．16および図5．5・．17に
示した。
ぷ顯；㍍
　　　の最×曽
　12M
　　　の最大値
　　　　　　⊃
匝］類fi・m
　……皿皿朋買収
・一 ﾍ囲工⇔了
図5．5．14着工順位
　　　　〔技術的制約を考慮〕
　　　　〔総被害の最小化：制約あり〕
ぷ議；㍍
　　　の最×値　l　
　　　のロtg
　　　の最大値　l5M＼
　　　年平■椀冒但　10フO　筒円
　　　世帯当り彼害■210　［　万円／世帯
図5．5．15着工順位
　　　　〔技術的制約を考慮〕
　　　　〔総被害の最小化：制約なし〕
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表5．5．4　技術的制約の有無による総被害額の比較
ブロック被害増に対する制約
あ　　　り な　　　し
あり
12．65 12．26
技術的制約
なし
12．38 12．08
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（億円）
※現況ならびに最終期の指標値は何れのケースにおいても
同一であるため、ここでは第1期から第4期に至るまで
の平均値を示す。
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5－5．段階的施工計画における評価時期の問題
　段階的施工問題では、投資配分が数十年に渡るために、どの時点で段階投資
の最適性を判断するかが大きな問題となる。これまでの解析は計画期間全体を
通して最適性を追求する（つまり全期間の総評価関数値が最小となる段階的施
工を決定する）という考え方に立っていた（以下これを「全期最適化」とする）。
しかしながら一方で、不確実性の多分にある遠い将来を見越して計画を評価す
るよりも、各期毎に当面の改修効果をその都度逐次評価していくべきであると
する考え方がある。これは、河川改修の順序を踏まえて、逐次評価を行いなが
ら先に進めるという意味で連続性があるが、一度選好された段階毎の改修計画
は順次与件となるため、改めてそれ以前の改修計画に戻った評価は行われない
（以下これを「各期最適化」とする）。両者は段階的施工計画に対する評価の
捉え方が基本的に異なっており、単純に優劣を論じることはできないが、少な
くとも両解析結果の差異を明らかにしておくことは興味深い。特にこれまでの
解析のように各改修区間の工種の中に用地買収が含まれているような場合には、
投資に伴う被害軽減効果が直ちに現れるとは限らない。したがって、各期毎に
最適性を追求するか、あるいは全期通して最適性を追求するかによって選好さ
れる投資配分パターンも異なってくる可能性がある。また解析に要する時間に
ついて考えると、全期最適化に比べて各期最適化の方がはるかに短く、各期最
適化による解が全期最適化の解にどの程度近似できるか否かによっては、今後
の段階的施工計画の検討に一つの指針を示し得るとも考えられる。ここではこ
のような観点から、総被害額の最小化を目的関数として設定した場合の各期最
適化分析に基づく段階的施工計画案とDPモデルによる全期最適化解析に基づ
く段階的施工計画案の違いについて比較検討を行う。
　まず図5．5．2，5．5．18ならびに表5．5．5よりブロックの被害増に対する制約が
除かれている場合の比較を行う。両解析結果ともに、資産集積の高い綾部ブロッ
ク地先の築堤あるいは上流部掘削が先行するなど比較的類似した段階的施工計
画となっている。第4期までの年平均被害額を見ると、全期最適化解析では
12．08億円／年、各期最適化解析では12．17億円／年となっており、若干の差
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異が認められる。これは綾部に次いで資産集積の高い栗、戸田ブロックでの築
堤時期に違いが現れているためである。これまでの解析結果を見る限りにおい
ては、各期最適化による段階的施工は必ずしも計画期間全期を通じての最適性
を保証し得ていないが、少なくとも全期最適化解析結果に対して良好な近似解
となっていると言えよう。
　次に、ブロックの被害増に対する制約が設けられている場合について考察す
る。結論から述べると、各期最適化解析では実行不可能という結果が得られた。
これは十分に予想されたところであり、今回の解析のように解空間を大幅に制
約するような条件が付加されている場合には、各期毎に最適な施工パターンを
逐次決定していくような方法では必ずしも最終期に至るまで実行可能な解が得
られる保証はなく、全期間を通じて実行可能な段階的施工の中から最適解を選
び出す方法が選択されるべきであると言えよう。
　なお、図5．5．19に各ブロックの被害額の推移を示した。
　　　　　　　　　　ぷ蕊諭
　　　　　　　　　　　　　の最大鎗　　　　　　　　　　　llM　　　　　　　　　　∨論
　　　　　　　　　　　　　のほ　　
　　　　　　　　　　　　　の●×値
ぷ
匝］“鍾樹
　一一一一一皿用■買収
　一囲囲工8訂
図5．5．18着工1頂位〔各期最適化〕
　　　　〔総被害額の最小化：制約なし〕
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表5．5．5，全期最適化と各期最適化の比較
（ブロック被害増に対する制約無）
全期間通じての
鵠孖Q額の最小化
各　期　毎　の
鵠孖Q額の最小化
総　　被　　害　　額
@　（億　円） 12．08 12．17
世帯当り被害額の偏差
@（万円／世帯） 29．21 27．66
※現況ならびに最終期の指標値は何れのケースにおいても同一であるため、
ここでは第1期から第4期に至るまでの年平均値を示す。
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第6節　結言
　本章は、第4章で作成した段階的施工計画の最適化システムを由良川中流部
に適用し、システムの有効性を多面的に検証してき、た。本章で得られた成果は
以下のとおりである。
①まず、対象区間の特性を踏まえ、実験計画法による湛水量予測モデルを作
　成するとともに、二次元不定流モデルによる解析結果との比較検証を行った
　ところ、今回の解析に十分耐え得る精度が確保されていることが確認できた。
②総被害額の最小化、住民被害のアンバランスの是正を評価指標として設定
　し、各々のケースについてブロック被害増に対する制約の有無による解の差
　異を調べた。制約がない場合には被害額あるいは世帯当たり被害額の高い氾
　濫ブロックを保全するような施策が順次選択されるような結果が得られた。
　一方、制約が設定されている場合には、目的関数の達成度は幾分減少するも
　のの、改修に伴う被害の波及構造を踏まえて、上下流・左右岸問題を回避す
　るような解が選択されている。
③先に述べた二目的関数を同時に考慮した段階的施工計画の多目的評価を検
　討したところ、両者の間に明確なトレードオフの関係が存在することが確認
　された。本論文では、解析結果得られたパレート解から選好解を決定するた
　めのシステムについては言及していないが、少なくとも今回作成した最適化
　システムによって、パレート解の形状ならびにその領域を把握することがで
　き、今後の河川改修の段階的施工計画に有効な計画情報を提供できるものと
　考える。
④技術的制約を考慮した場合には、年平均被害額の高い氾濫ブロックで順次
　改修が進められており、築堤着工順位と各氾濫ブロックの被害額分布との対
　応がより明確となるような結果が得られた。なお技術的制約が設定されたこ
　とによって、総被害額は若干上昇している。今後の課題として、技術的制約
　の有無による改修上の問題について、単に経済的観点のみならず河川工学的
　観点からも検討していく必要があると考える。
⑤段階的施工の評価の時期が異なる全期最適化と各期最適化の比較を行った。
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ブロックの被害増に対する制約がない場合には、各期最適化による解は全期
最適化の解に対して、比較的良好な近似解となっていることが確認できた。
しかしながら、ブロックの被害増に対する制約が設定された場合には、各期
最適化によっては実行可能な解を見出すことができず、その限界が明らかに
された。すなわち、河川改修の段階的施工計画に社会的な様々の制約が要求
される場合には、期毎に逐次改修を評価していくような仕方では、計画期間
中後期になるに連れてその制約を満たすことが困難になってしまう可能性が
残されていると言えよう。
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繍
　本論文は、治水計画の完成に向けて、中間目標の計画とその目標を具現する
ための施工計画の最適化システムについて提案してきたものである。
　第1章において、我が国の治水事業の変遷について述べるとともに、その中
で、今日に至る間において、時代々々の社会、経済情勢と治水計画の考えかた
や方法がどのように対応していたかについて、
①河llに求められる機能が段階的に多目的的になってきた過程。
②国直轄河川事業の対象河川が重要度の高い河川から次第に対象を拡大し、現
　在の109水系にまで拡大されてきた過程。
③治水方式については、地先主義的な考え方から水系一貫した考えへと変化し
　てきた背景、また、治水手段が築堤や掘削による方法から、ダムや貯水池な
　どによる洪水の調節、さらには近年の都市化流域における総合的治水対策に
　至るようになってきた過程。
④治水事業の目標規模が既往最大主義的なものから確率論の導入により、河川
　流域の重要度に応じて洪水災害の生起する確率でもって策定されるように
　なってきた過程。
等を中心に言及してきた。
　そして、近年の社会・経済的情勢の下で工事実施基本計画が超長期構想化し
ていることを指摘するとともに、その結果、治水事業を進展していく過程にお
いて派生している問題点を抽出してきた。
　つぎに21世紀に向けて、豊かな国土を建設していくための社会資本整備計
画の在り方について言及し、その根幹としての治水計画が今後どのように対応
していくべきか、その課題を指摘するとともに、そのなかで本論文の目的と意
義を明らかにした。
　第2章においては、本来、治水事業は流域の特性に応じて固有に計画される
べきことを指摘し、そのための基礎的検討として、流域の自然、社会・経済条
件から全国主要河川流域を類型化するとともに各類型における治水特性につい
て言及してきた。得られた結果は以下の通りである。
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①河川流域の類型化
　　治水と言う観点から、流域の特性を指標として、治水ポテンシャルと社会
　ポテンシャルを提案した。
　河川流域の治水ポテンシャルSを、氾濫区域面積aと氾濫区域内人口hで
　説明されるであろう保全対象の規模と、一方では、その河川の堤防区間延
　長b（完全堤防＋未完成堤防）と基本高水流量qとで示される治水事業規
　模の2つの側面から定義した。また、保全対象規模と治水事業規模の比R
　で各河川流域を平地性流域と山地性流域に分類した。このSとRを基本と
　して、全国主要一級河川流域を、大規模平地性流域、大規模山地性流域、
　小規模平地性流域、小規模山地性流域および平均的流域の5つのタイプに
　類型化した。その結果、筆者をはじめ河川管理者の各河川流域に対する治
　水イメージとほぼ一致した類型化が可能となった。
　また、氾濫区域内の人口密度PD‘とその伸び率PGを基本指標とした社
　会ポテンシャルを定義し、河川流域を類型化した。その結果として、本論
　では、河川流域を、高密度発展型流域、高密度安定型流域、低密度発展型
　流域、低密度安定型流域および平均的流域の5つのタイプに類型化した。そ
　の結果、河川管理者の各河川流域に対する社会的重要度のイメージとt致す
　るものとして評価できるものが得られた。
②河川流域の類型と治水特性
　　つぎに、各河川流域を管理している工事事務所長に対して、治水計画上の
　問題点と今後の課題について行ったアンケート調査結果の概要を紹介する
　とともに、アンケート調査結果に数量化理論田類モデルを適用して、河川管理
　者の見識に基づく河川流域のパターン分類を行った。その結果、治水計画
　において、同様の問題点や課題を有する河川流域を抽出することができた。
　ついで、本論で提案した各河川流域の類型化の結果とアンケート調査結果
　を重ね合わせることにより、各類型化された河川流域の治水計画上の問題点
　を明確にすることが可能となった。その結果、治水ポテンシャルの高い流
　域、また、高密度に発展、成熟した河川流域において、総じて治水計画上
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　の問題点が大きいことが明らかとなった。また、各類型の治水事業効率に
　ついて解析を行った結果によれば、治水ポテンシャルが高く、また、高密
　度に発展した流域の治水事業の効率が総じて高くなっていることが明らか
　となった。
　最後に、建設省で行われた流域診断結果と本論の類型化を対比したところ、
　流域診断において、「赤信号流域」として指摘されている河川流域の多くが、
　大規模平地性河川流域および平均的流域に偏っているとともに、また、社
　会ポテンシャルから見ても、高密度発展型流域もしくは高密度安定型流域
　に偏在していることが明らかとなった。
　第3章において、超長期構想化した工事実施基本計画の完成に向けての中間
的目標を計画することの必要性と意義を明らかにするとともに、その最適化の
ための方法論について展開してきた。
　まず、工事実施基本計画の中間目標を計画する場合、全国的な視野から各河
川流域の中間目標の計画と、或る一つの河川流域を対象として複数の基準地点
の中間目標を計画する場合とがあることを指摘し、本論は後者の計画のための
最適化システムを以下のように構成してきた。
①中間目標を計画するに際して、「経済的効率」と「心理的被害」という2
　つの異質な評価の概念を導入し、本来、中間的目標はこの2つの評価概念を
　複合し、多目的的に計画することの必要性を指摘しシステムに組み入れた。
②まず、経済的効率の最大化については、治水事業の持つ「規模の経済性」
　と「早期効果の発現」という視点から、この両者をトレード・オフの関係と
　して構成した。
③また、心理的被害については、住民の受ける被害の絶対値によるものと、
　地域的な被害のアンバランスにより生じるものとの2つの心理的側面を取り
　上げ、その両側面を同時に評価すべくシステムを構成した。
④一方、最適化システムの制御変数は各基準地点の中間目標（再現期間）と
　し、氾濫貯留効果を考慮した実質的目標値をもって計画する必要性を指摘し、
　そのためには、最適化システムは各種制御（中間目標の計画案）に伴う洪水
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　氾濫現象の変化を予測する機能を具備すべき点を指摘した。
　第4章においては、第3章で計画される中間目標を具体化していく場合の段階
　的施工計画の最適化システムを開発してきた。システムの基本的な考え方は
　以下の通りである。
①段階的施工計画において、本論では「経済的効率」と「公平性」という2
　つの評価の概念を提起し、この両概念を複合した多目的評価の必要性を説い
　た。各々の評価概念のどちらに重きを置くかは、第2章で分析を行ってきたよ
　うに河川流域の社会的、経済的条件に大きく支配されるものであることを示
　唆した。
②段階的施工計画の最適化システムとは、上記で設定される計画の評価を最
　も高くするためには「いつ」、「どの事業に」、「どの程度」の投資を行えばよ
　いか、すなわち、治水事業の最適な予算配分を決定するシステムとして位置
　づけ、DP理論を適用してシステムを構成した。
③段階的施工を計画する場合、各種の事業の施工順位の在り方により、河道
　の洪水流況は大きく変化し、その結果、洪水災害時における被害の絶対量と
　その地域的分布に大きな影響をもたらす。
　そのため、最適化システムには事業の施工順位により洪水の氾濫形態がどの
　ように変化するかを予測する機能が必要となる。洪水氾濫現象を解析するモ
　デルとしては、本来二次元不定流モデルによる以外に方法はないが、同モデ
　ルの計算に要する時間や費用などを鑑みると、最適化システムに同モデルを
　直接内装することは、現実的に不可能であることを考えた。そこで、本論で
　は、貯留関数法をべ一スとした簡便法ならびに二次元不定流モデルをべ一ス
　とした実験計画法による湛水量予測モデルを開発した。その中で、貯留関数
　法による場合は最適化演算が比較的短時間であるが、その適用可能な河川流
　域に大きな制約があること。一方、二次元不定流モデルについては適用河川
　流域の制約は殆ど無いが、最適化演算に多大な時間を必要とする点を指摘し
　た。そこで本論では、二次元不定流モデルによる予備的解析の結果に実験計
　画法の統計的手法を適用した、新たな湛水量予測モデルを作成し、最適化シ
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　ステムに内装する方法を提案した。
　第5章においては、第4章で提案した段階的施工計画の最適化システムを由良
川流域の中流部の河道改修計画に適用した。
　まず、対象とする由良川中流部の河川改修の進めかたと、その場合の洪水氾
濫状況との関係を二次元不定流モデルにより概略検討を行い、そのデータを用
いて実験計画法による湛水量予測｛デルを作成した。その結果、最適化システ
ムに求められる精度に十分に耐えるモデルを作成することが出来た。
　つぎに、第4章で紹介した最適化システムに基づいて、同対象地域における段
階的施工計画の最適化演算を実施してきた。ここでは、評価指標として「年平
均被害額の最小化」と「地域別被害の均衡化」を取り上げた。また、ブロック
被害増を許さないとした制約条件を考慮した場合とそうで無い場合を想定し、
制約条件が段階的施工にどの程度の影響力を持つかについても合わせて解析を
行った。
　解析の結果、同地域の段階的施工計画の持つ特徴として以下が指摘出来よう。
①上下流問題、左右岸問題の大きな河川といえ、ブロック被害増を許さない
　とした制約条件を考慮した場合とそうで無い場合に段階的施工計画の内
　容が大きく変化する。
②また、「経済的効率」と「公平化」という2つの評価の概念の違いにより
　段階的施工計画の内容が大きく変化する。すなわち、両概念にトレード・
　オフの関係が認められた。
③2つの評価概念を同時に考慮した多目的解析の結果、パレート解の形状な
　らびにその領域を把握することが可能となり、今後の河川改修の段階的施工
　計画の立案に貴重な情報を提供するものと考える。
④従来、河道掘削は築堤完了後に施工される場合が一般的であったが、技術
　的な制約を除いた最適化解析の結果からは、同地域においては河道掘削が先
　行して施工されるべきとの傾向が強く現れている。しかし、技術的な制約条
　件として上流掘削を築堤の完了後に施工するという条件を付加すると、現場
　技術者の考えている施工計画とほぼ同様の結果を得た。
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⑤最後に段階的施工計画の評価を「全期を通じての評価」と「各期別の評価」
　という2つの評価の方法によって、施工計画にどのような差異が生じるかにつ
　いての解析を行ったが同地域において、年平均被害額の最小化という評価に
　基づけば、両評価方法ともほぼ同じ計画案となる。しかし、下流制約条件を
　設定した場合には、各期別評価によって実行可能な計画案を導くことは出来
　ないことが確かめられた。
　以上、本論では段階的治水計画を、治水計画の完成に向けての中間目標の計
画と、その目標を具現する段階的施工計画と云う2つの計画レベルに分け、そ
れぞれの計画の最適化手法について論じてきた。中間目標の計画に関する最適
化手法については、従来の経済的評価の他に住民の心理的被害を評価要因とし
て取り扱うことの可能なシステムとして構成することができた。今後、治水事
業に関する地域住民の意識構造が解明されれば、本論で提起した最適化システ
ムの展開に大きく期待することが出来るものと確信している。また、段階的施
工計画の最適化システムについては、治水手段を河道改修やダムなどによる洪
水調節といったハードな対策に限定しているが、今後は広く総合的治水対策に
対応し得る最適化システムへと拡張していく必要性があり課題として残される。
　以上を要するに、本論文では21世紀に向けての河川行政上もっとも緊要課
題として関心の高い、段階的治水計画の在り方とその方法論を提案してきた。
　段階的治水計画の全てを語るには、なお、多くの課題が残されてはいるが、
本論文が今後のこの方面の研究を促進するとともに治水行政の新たなる展開に
繋がることを期待して結びに代える次第である。
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